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1. はじめに

1995年の阪神・淡路大震災では6000人を超す

犠牲者と約10兆円の物的被害を被り、改めて内

陸直下型地震の存在が注目を浴びた。それから、

来年１月で早くも10年が経ようとしている。こ

の間、国内外でいくつかの大地震が発生し、新た

な問題点や教訓を我々に与えている。本稿では阪

神・淡路大震災およびその後の地震の教訓と、そ

れらの教訓を反映した地震被害軽減のための研究

活動や技術の進歩を振り返り、今後来るべき地震

への備えについて述べてみたい。

2. 最近の地震と教訓

1995年兵庫県南部地震（マグニチュード

M=7.3）は活断層の滑りによって発生した、い

わゆる「内陸直下型地震」であった。このよう

な活断層による「内陸直下型地震」と、1923

年関東地震（関東大震災）のようなプレート境

界で発生する「海溝型地震」との区別が明確に

認識され、各タイプの地震の発生頻度、揺れの周

期特性、継続時間の違いが意識される契機となっ

た。兵庫県南部地震では、震度7の強い揺れが帯

　

状の狭い地域に集中するという、いわゆる「震災

の帯」が生じ、高架橋が倒壊するという衝撃を与

えた。また、古い建物に被害が集中する一方で新耐

震設計法に基づいて建築された新しい年代の建物の

被害が軽微であったこと、埋立地において液状化や

側方流動による被害が多発したことなどが特徴とし

てあげられる。一方、地震後に火災が発生して多大

な被害が生じたことや、救助・避難・仮設住宅な

どのいっそうの充実の必要性、被災者の生活確保

や心のケアの大切さ、被災した共同住宅の補修や

建替合意の困難さなどの社会的な側面も地震防災

の重要な一面として認識された。

1999年台湾集集地震（M=7.6）では最大8ｍ程

度の「地表地震断層」と呼ばれる段差が地表面に

発生し、断層上に立地する建物、ダム、橋梁が被

害を受けた。また断層付近では周期5～10秒程度

の長周期パルス波が観測された。国内では2000

年鳥取県西部地震（M=7.3）、2001年芸予地震

（M=6.4）、2003年宮城県沖地震（M=7.0）

が発生し、木造建物を中心に被害が見られたが、

特徴的な被害や新たな教訓は見られなかった。

2003年宮城県北部地震（M=6.2）、2003年

十勝沖地震（M=8.0）では、建物の内装の被害

によって工場や空港施設の機能が停止し、従来の
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耐震設計が主要な目的としていた安全性や財産価

値保存という面のほかに、施設の機能維持も重要

な地震防災の目的であることを印象づけた。十勝

沖地震においてはタンクのスロッシングによって

火災が発生し、周期5～10秒程度の長周期地震動

が構造物に与える影響をクローズアップした。

3. 地震動予測技術の発達

予測解析技術：兵庫県南部地震を契機として地震

動の予測技術は急速に発達した。断層の滑りによっ

て地震が発生し、岩盤・地盤を伝わって伝播して地

表地盤で増幅するというプロセスを忠実にモデル化

して、震源や地盤特性を考慮した地震動予測技術が

開発された。経験的グリーン関数法、統計的グリー

ン関数法などが代表的な手法である1）。さらに詳

細な手法として、震源断層を含む広域的な数値解

析モデルを構築して、一挙に広域的な地震動伝播

を解析する差分法2）や有限要素法3）4）が開発さ

れ、神戸で発生した震災の帯の再現も可能になっ

た。将来発生の予測される地震に対して、大都市

圏などを対象として、この技術を使って事前に揺

れの大きい地域を特定し、対策を強化することで

地震防災に生かすことが可能である5）。これらの

地震動予測解析技術は、観測記録との比較によっ

て精度の向上と妥当性の検証が行われ、実施設計

における有力な手法となってきた。

地震発生確率と予測地図：政府においては地震防

災対策特別措置法を1995年7月18日施行させ、

地震防災対策を推進してきた。文部科学省に地震

調査研究推進本部を設置し、内陸直下型地震を発

生させる活断層について、日本にある約2000の

活断層の中から社会的、経済的影響の大きい主要

98断層帯を選定して掘削調査を実施した。調査

　

結果をもとにして、これら主要98断層帯と海溝

型地震を引き起こす9海域を対象として、地震が

発生した場合の規模（マグニチュード）と、今後

30年間に地震が起こる確率を「地震発生可能性

の長期評価」として発表した。地震発生確率の高

い主要なものとして、海溝型地震では宮城県沖地

震（M=7.5前後、発生確率98％程度）、東南海

地震（M=8.1前後、50％程度）、南海地震（

M=8.4前後、40％程度）、活断層では糸魚川－

静岡構造線断層帯（M=8程度、14％）、神縄・

国府津－松田断層帯（M=8程度、3.6％）、など

がある。さらに、長期評価を発展させた地震動予

測地図を2004年度末を目標に作成中である。こ

の地図は震源断層を特定した地震動予測地図（シ

ナリオ地震図）と、確率論的地震動予測地図から

構成されている。確率論的地震動予測地図は今後

30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

が地図上に示される。このように地震の発生確率

を考慮した地震危険度の予測も始まっている6）。

また、国土地理院では1996年に1/25000の都

市圏活断層地図を刊行した。これは活断層の位置

を地図上に示したもので、構造物の設計において

台湾集集地震で見られたような地表地震断層によ

る被害の可能性の事前検討に利用できる。

地震観測網の整備：地震観測網も政府によって急

速に整備が進められた。文部科学省防災科学技術研

究所による強震ネットワーク（K-NET：1034箇

所）、高感度地震観測網（Hi-net：701箇所）、

基盤強震観測網（KiK-net：661箇所）などが主

要なものである。地方自治体においても、横浜市

が「高密度強震計ネットワーク」として市内150

箇所に地震計を設置し、災害対策に活用すべく準

備を整えている。このように、地震そのものの調
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査研究や地震観測などについては、公的機関が主

体的に実施して国民の防災に資するための情報と

して公開するという、本来あるべき姿に向かって

進められている。

4. 建築物の耐震技術

新耐震設計法と既存不適格：兵庫県南部地震では新

耐震設計法（1981年施行）で設計された建物の被

害は少なく、新耐震設計法の妥当性がおおむね検証

されたといえる。一方、それ以前の耐震設計法で設

計された建物に被害が集中したことから、いわゆ

る「既存不適格」の問題があらためて強調され、

既存建物の耐震改修を促進するため1995年10

月27日に耐震改修促進法が施行された。この法

律によると、多数の人が利用する病院、劇場、百

貨店、事務所等一定の建築物（特定建築物）の耐

震改修計画について所管行政庁の認定、既存不適

格建築物にかかわる制限の緩和、確認手続きの省

略、診断や改修への助成制度が制定された。地方

自治体においても診断や耐震補強に対する助成制

度を整備している。

耐震改修技術の開発：耐震改修技術の開発も活発

に行われてきた。既存建物を免震建物に改修する、

いわゆる「免震レトロフィット」7）、各種の新し

い耐震補強技術8）、無騒音無振動でフレーム内に

耐震壁を構築する工法9）などの開発と適用を進め

て来た。文化財として保存するべき歴史的建物に

ついても耐震診断および補強技術が開発されてき

ている10）11）12）。しかしながら、既存不適格

建物の問題が顕在化したにもかかわらず、耐震改

修は必ずしも十分に普及しているとはいえない。

今後、ローコスト耐震化改修技術の開発や行政に

よる促進策によって、さらに耐震改修を普及させ

　

ていくことが必要であろう。

建築基準法の改正：建築基準法が1998年6月12

日に改定・公布され、構造関係規定も2000年6

月施行された。その趣旨は仕様規定から性能規定

への変革ということで、構造設計においては限界

耐力計算法が導入され、従来の構造計算規定との

選択制となった。設計用地震動については開放工

学基盤において長周期地震動を考慮した「告示波

」と呼ばれる地震動を設定し、地盤種別毎の増幅

や、基礎根入れによる設計用地震動の低減など、

従来より実情を反映した設計用地震動を用いてい

る。また、免震建物も建築センター評定・大臣認

定を経ないで設計できるなどの改正が行われてい

る。

基礎構造物の耐震化：兵庫県南部地震では杭の被

害が多発し、とくに靭性のないプレキャストコン

クリート杭の被害が多かった反面、靭性のある鋼

管杭や場所打ちコンクリート杭の有効性が印象的

であった。プレキャストコンクリート杭について

は、その後、通常のPC鋼線による補強に鉄筋を

付加したり、鋼管で巻くなどの靭性向上タイプの

製品が開発されている。既存杭の耐震補強につい

ても建物同様に課題であり、鋼管巻きによる補強
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図1「クロスウォール」。施工性と意匠性を考慮して開
発された耐震補強技術。東京建設会館など47物件に適
用されている。
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手法の適用例もあるが13）、普及はまだ一部に限

定されている。一方、場所打ちコンクリート杭に

ついては、杭とフーチングとの接合部分に応力が

集中し、特に太径杭において基礎梁に損傷が生じ

る例も見られた。これを教訓として、杭とフーチ

ングを剛結しない杭頭半剛接合構法が開発された。

プレキャストコンクリート杭についても開発され、

いずれも力学的な合理性と低コストという面から広

く普及しつつある14）15）16）17）18）。

住宅の耐震問題：住宅についても新しい年代の住

宅や工業化住宅は各地震においてほとんど無被害

であり、古い住宅に被害が集中した。古い住宅で

は壁が少ないこと、筋かいやアンカーが十分でな

いこと、屋根が重いことなどが地震被害の多かっ

た要因である。既存住宅の耐震性向上のために、簡

単にできる診断方法が開発され、公的機関による

耐震補強への助成制度も整備されたが、補強工事

はなかなか進まないのが現状である。さらに低コ

ストで利用しやすい補強構工法の開発が期待され

る。また、古い木造密集地における地震被害と地

震後の火災の問題も未解決である。東京では木造

密集地が都市再生緊急整備地区にも指定されてお

り、今後の具体的な対策が望まれる。

免振・制振構法の普及：阪神大震災以後、免震構
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(a) 杭頭剛接合　　　　 　 (b) 杭頭半剛接合

図2　杭頭半剛接合構法。杭とフーチングとの接合部分
での力の集中を緩和するとともに、施工の大幅な簡易化
が可能となっている。

図3　ハイブリッド免震を適用した41階建て地上135
ｍ、世界最高の免震建物「サウザンドタワー」、2003
年12月竣工。柱には100ＫＮ／ｍｍ２の超高強度コン
クリートが用いられている。2004年度建築学会賞（技
術）を受賞。

法が急速に普及し、公開されている2002年10月

現在での評定済建物が1273棟にのぼっている。

免震方法としては薄いゴムと鋼板をサンドイッチ

状にした積層ゴム支承と、すべり支承による方法

がある。これらの積層ゴム支承とすべり支承を併

用することによって、長周期の揺れに対応できる

ハイブリッド免震が開発されたことから19）超高

層建物免震も実現できるようになった。

免震構法のさらなる高度化として、免震とセミア

クティブダンパーを組み合わせて建物応答を通常

の免震建物よりもさらに低減する高性能免震技術

も開発された20）。高性能免震は応答のさらなる

低減とともに免震装置の過大変形を制御すること

も可能なので、2003年十勝沖地震以来注目され

ている長周期地震動対応にも活用が可能である。

従来、制振技術は質量ダンパーや粘性ダンパーな

ど風揺れ対策用と、極低降伏点鋼材による履歴ダ

ンパーなど地震用とが別の装置として開発され、

利用される場合が多かった。粘性ダンパーと履歴

ダンパーを組み合わせて、ひとつの装置で地震に

も風にも効く制振構法が開発され、実施適用が進

められている21）。
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機能維持：近年の地震では構造体の損傷だけでな

く、内装の被害による生産施設等の機能停止も問

題になってきている。そのため、生産施設の地震

対策としてクリーンルーム用床免震システム、耐

震システム天井などが開発されてきた22）。さら

に世界初の試みとして、生産施設全体を免震した

半導体生産工場が2004年4月着工され、2005

年4月の稼動に向けて建設が進められている。半

導体生産工場は通常時には振動を嫌うため、剛す

べり支承と弾性すべり支承を併用したハイブリッ

ド免震構法を採用して、微振動時には剛く、地震

時には柔らかくというニーズにあった構造を実現

している。

5. 土木構造物の耐震技術

耐震基準の改定：阪神・淡路大震災で土木構造物

が受けた被害の重大性から、土木学会は地震直後

の1995年5月に「土木構造物の耐震基準等に関

する提言」を発表し、その後1996年1月の第2次

提言、2000年6月の第3次提言へと、内容がより

具体化されてきた。その中で、レベル1とレベル2

の強さの異なる地震動を想定する「2段階設計法

」、ならびに、構造物の重要度と地震動強さの発

生頻度を考慮して構造物が保有すべき耐震性能を

決定する「性能規定型設計法」の考え方が、かな

り明確になっていった。道路橋示方書など各種の

土木構造物の耐震設計基準についても見直しを迫

られ、数年の間に主要な基準が改定されたが、いず

れの改定においても上記の考え方が反映された。既

に新基準に従って多くの土木構造物が設計・施工

されており、新しい耐震設計法も定着した感があ

る。

ＲＣ構造物の耐震補強技術：阪神淡路大震災にお

いて高架橋が倒壊したことから、既存の高速道路

や鉄道の高架の耐震診断、耐震補強が精力的に行

われてきた。補強方法としてはコンクリートの打

ち増し、鋼板巻き、炭素繊維シート巻き立て23）

24）25）などが主体となっている。またフェール

セーフとしての落橋防止装置の追加が行われてい

る。さらに一歩進めて橋梁免震システムの開発も

行われ、積極的に採用される傾向にある。

各種指針の改定に伴い、せん断補強鉄筋や中間帯

鉄筋の定着方法が見直され、RC構造物の耐震性向

上のために、従来の直角フックに代り半円形フッ

クや鋭角フックを用いることが標準となった。し

かし、両端にこのようなフックを持つせん断補強

鉄筋や中間帯鉄筋は、地中の壁式構造や高密度配

筋箇所には施工が困難な場合もあるため、施工性

と耐震性能を兼ね備えた新しいせん断補強鉄筋、

例えば、プレート定着型せん断補強鉄筋が開発さ

れ、各種構造物に適用されている。

RC構造物の耐震設計技術：コンクリート構造物に

対する性能規定型設計法が実際の設計に取り入れ

られつつある中、構造性能の評価をより合理的で

明確なものにしていく上で、材料および構造部材

の力学的挙動を精度よく予測する手法を開発し、

実際に設計に取り入れていくことが重要である。

このために、以前より曲げ部材に対してファイバ

ーモデルが使用されており26）、阪神淡路大震災

で被災したラーメン高架橋の解析により、その有

効性が確認されている。また、壁などの面部材に

対しては非線形有限要素法により、ひび割れによ

る損傷状況をできる限り忠実に再現することが不

可欠である。そのため、任意の繰返し挙動を表現

することができる多方向ひび割れモデルによるRC

の構成則が開発され、RC構造の立体耐震壁の水平
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2方向同時加力試験などの解析により、その有効

性が確認されており、 LNG地下タンクのレベル2

耐震設計への適用も試みられている27）28）29）。

液状化・側方流動の予測と対策：地盤の液状化問

題に関しては、砂質土の動的性状や、地震時に地盤

が液状化するメカニズムについて多くの知見が得ら

れている30）31）。また、液状化時の地盤および構

造物の挙動を予測するための数値解析法の研究・開

発が進められ32）33）34）、いくつかの解析プロ

グラムが一般に公開されて設計実務で使われるよ

うになってきた。液状化に起因して地盤が水平方

向に数メートルも側方流動する現象も重大な問題

であり、調査・実験・解析など様々な取組みが行

われているが35）36）、流動変位やそれにより構

造物が受ける荷重の予測法などについては未だ課

題が多く、今後の研究の進展が望まれる。地盤の

液状化対策工法の開発では、薬液の浸透注入によ

る固化工法や、締固め砂杭工法に膨張・固化性能

を有する土質材料を用いる方法などが近年新たに

加わっている37）38）。今後は、新設構造物の建

設時に行う液状化対策だけでなく、既設構造物の直

下地盤の液状化対策工事も増加すると予想され、新

たな技術開発が必要となろう。

タンクの地震対策：屋外貯蔵タンクに関しては、

2003年十勝沖地震で浮き屋根のスロッシングの

問題が持ち上がったが、それ以前に旧法タンクの

問題が存在している。1977年の消防法改正以前

に造られた、いわゆる旧法タンクの耐震改修工事
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a) 2段階加力によるひび割れ発生

b) ボックス壁のCOM3解析モデル

c) せん断力-変形角関係の試験値とCOM3による
　 解析値の比較

図4　多方向ひび割れを考慮した有限要素法ＲＣ解析プ
ログラム「COM3」による立体構造の解析。解析では、
実験で生じる多方向のひび割れを忠実に考慮することが
できる。

低い 高い液状化程度

無対策の場合

地下水位低下工法による対策を施した場合

元の地下水位

水位低下

図5　液状化解析例　構造物下部の地下水位を低下させる
ことで液状化を防止できる効果を解析で再現している。
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の期限が、10,000kℓ以上のタンクは2011年

12月31日、10,000kℓ未満のタンクは2015

年12月31日と定められており、タンク基礎・地

盤の液状化対策法なども検討されているが39）、

改修工事が必要なタンクは未だ多く残っている。

今回のスロッシング対策を含め、地震対策を前倒

しで実施する必要性も議論されているところであ

る。

津波の予測：震源が海底にある場合、津波が問題

となる。1983年日本海中部地震や1993年北海

道南西沖地震では、津波による人的、経済的被害

が甚大であった。原子力発電所や港湾など沿岸の

重要施設に津波が来襲するとその被害規模はさら

に大きくなる恐れがある。近年、数値計算技術が

開発され、海底に位置する断層モデルを入力する

ことにより、津波の発生、伝播、陸上への侵入ま

でかなりの精度で予測ができるようになってき

た。また発電所に付随する港湾では、津波によっ

て周辺の海底土砂が流されて取水口を閉塞するか

否かを評価することが要求されるようになり、大

型模型実験による津波時の漂砂現象解明や、数値

計算による海底地形変化の定量評価などが行われ

ている40）41）。

6.地震防災に向けた新しい動き

耐震性能の明示：耐震性能に関して設計者と所有

者や利用者の意識がかならずしも整合していない

ことが指摘され、意志疎通のためのコミュニケー

ションの重要性や耐震性能の明確な指標が求めら

れた。そのため「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律」、いわゆる「品確法」が2000年4月1

日に施行された。「品確法」では建築基準法並の

建物を耐震等級１とし、その1.25倍の強度を持

　

った建物を耐震等級2、1.5倍の強度を持った建

物を耐震等級3として表示し、耐震性能のレベル

を所有者や利用者に分かりやすくしている。今後

さらに、建物が様々なレベルの地震においてどの

ような損傷を受けるのか、施設機能はどの程度維

持されるのか、最終的にどのように壊れる可能性

があるのか、などの具体的な性能を所有者や利用

者に伝え、合意のもとに設計される方向に進んで

いく必要があろう。

地震リスクと経済活動：不動産取引や不動産証券

化などの経済活動においても、耐震性能の評価が

不可欠になってきている。建物が供用期間中に受

ける地震被害を考慮して、その予想被害額を「地

震リスク」として計算する技術が開発され42）43）

44）45）、地震保険料の算出や不動産取引における

デューディリジェンスに用いられている。地震リ

スクの指標としてPML（予想最大損失率）が最も

一般化している。これは 50年間に10％以上の確

率で起こる地震において、想定される被害が建物

新築価格の何パーセントかを算出するものである

。不動産証券化ではPMLが15％以下の物件であ

ることが目安となっており、PMLがそれ以上の建

物では耐震補強によってPMLを下げるか、地震保

険を義務づけることが一般的である。

リアルタイム地震防災：近年急速に整備の進んだ

地震観測を防災に生かす「リアルタイム地震防災

」という試みも提案されつつある。地震観測デー

タやそれから得られた地震情報を、地震被害を少

なくするために多角的に応用する試みである。具

体的には、地震発生直後に気象庁「即時地震情報

解析システム」から震源、マグニチュード、震源

近傍での観測データ情報が発信され、これを利用

して到達地点の揺れを予測し、地震波到達までの
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数秒から数十秒のタイムラグを利用して直前警戒、

対策を行うものである。2003年設立された、「

リアルタイム地震情報利用協議会」は防災科学技

術研究所、大学と連携して50社程度参画して活

動しており、文部科学省リーディングプロジェク

ト「高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェク

ト」（2003年～2007年）でも研究が進められ

ている。地震発生の直前予知への期待が薄れつつ

ある折から、「リアルタイム地震防災」は有望な

直前対策技術として実用化が期待される。

実大破壊試験施設の整備：大型振動台による実大

破壊試験を通じて構造物の耐震性能や破壊の状況

を現実的に把握するための施設整備が進められて

いる。文部科学省防災科学技術研究所では、

2005年1月完成を目指して、兵庫県三木市に実

大三次元震動破壊実験施設「Ｅディフェンス」を

建設中である。これは平面寸法20ｍ×15ｍ、積

載能力1200トンを有する世界最大の震動台であ

る。稼動に先立って、準備のための研究として大

都市大震災軽減化特別プロジェクト、いわゆる「

大大特」プロジェクトが進行中である。対象とし

て鉄筋コンクリート建物、地盤・基礎構造、木造

建物を選定し、「Ｅディフェンス」での実大実験

を目指して研究が進められている。

地震防災への学際的な取組：地震防災のための学

際的な活動も始まっている。2001年1月1日、地

震、建築、土木、地盤、機械の5学会合同の「地

震工学会」が発足し、分野横断的な活動が開始さ

れた。また、2003年十勝沖地震において改めて

注目された長周期地震動への対策を目的として、

土木学会、建築学会合同研究委員会が発足してい

る。土木学会は「巨大地震災害への対応検討特別

委員会（濱田委員長）」2003.11～2005.10、

建築学会は「東海地震等巨大災害への対応特別調

査委員会（秋山委員長）」2004.4～2006.3を

発足させ、東海から四国にかけての太平洋沿岸を

対象とする長周期地震動を含めた地震動の予測、

代表的構造物（高層ビル、橋梁、港湾施設、ライ

フライン、産業施設）の動的応答、損傷度、残存

機能の推定、耐震補強の必要性の判断、既存構造

物の耐震診断と耐震補強、ガイドラインの策定を

目指している。

7. あとがき

阪神淡路大震災以後、官民あげての精力的な研究

開発によって、地震のメカニズム、地震動予測技

術、耐震技術などが飛躍的に進歩してきた。設計

基準などもこれに対応して従来より合理的なもの

へと改正されてきている。また、今後のさらなる

災害防止に向けた活動も進められている。そのキ

ーワードとしては、耐震性能に関する設計者とユ

ーザーの共通理解、機能維持や復旧も含む総合的

な地震防災、様々な分野の連携による防災の促進、

という総合的な取り組みがあげられる。

技術の進歩や今後に向けた積極的な活動が行われ

る一方で、過去に建設された構造物や防災的に脆

弱な地域は、危険が指摘されているにもかかわら

ず手付かずなものも多い。これら既存ストックの

改善にも目をむけて、社会全体の地震に対する減

災をはかっていきたいものである。
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